




































能」という新在留資格が創設され，特定技能 1 号は最長 5 年間，家族帯同禁止のまま日本で就労で
きる。またその後，一定の技能試験に合格すれば，特定技能 2 号として，在留期間は更新可能であ
り（すなわち定住化が可能），家族帯同も許される。技能実習の 3 ～ 5 年，および特定技能 1 号の 5
年を合計すれば外国人労働者は 8 ～ 10 年間，日本で合法的に就労可能となった。ただし，その受
















新入管法成立までの推移は非常に早かった。2018 年 2 月の経済財政諮問会議において，首相か
ら深刻な人手不足に対応するため，専門的・技術的分野における外国人受け入れの制度の在り方に
ついて検討するようにという指示が行われた。その後，同年 6 月に「経済財政運営と改革の基本方
針 2018」（骨太の方針）で新制度の大枠が決定した。そして法案は同年 11 月に衆議院通過，12 月の





















近年のリーマンショック（GEC：great economic crisis 世界経済危機）の時，その影響は文字通
り世界に及んだ。この時の失業率の推移を見ると，EU 諸国では明らかに当該国民よりも EU 域
外国籍者の失業率の方が高い（樋口 2010：52）。またアメリカでも，2009 年 3 月時点での失業率は，












































日本は 2018 年の時点で，世界一の高齢社会である。この意味は 1 つには，65 歳以上の高齢人口
の割合が高いことで，2017 年 10 月 1 日時点で高齢人口比率は 27.7％である。人口高齢化の 2 つ目
の意味は，人口が減少するということである。その理由については，既に多くの考察がなされてい


























1 万 3,000 人
7,000 人
2,200 人






3 万 6,500 人
9,000 人
3 万 4,000 人
5 万 3,000 人






現在の改正入管法が成立する以前の 2018 年 2 月に経済財政諮問会議で示された当初の「特定技


































後から始まっており，受け入れの歴史は長い。2018 年 10 月末の厚生労働省調査では，建設業の外
国人就労者数は 68,904 人で，そのほとんどが技能実習生であり，外国人労働者の 4.7％を占めてい
る。また建設業の人手不足から，2014 年には時限措置として外国人建設就労者受け入れ事業が認定
された。この内容は 2015 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月末まで，3 年間の技能実習修了者を，その後
の 2 年間，再技能実習という形で雇用可能としたものである。計画当初は 6 年間で延べ 7 万人の受



















































外国人介護人材の受け入れ人数は，2008 年に開始された EPA で延べ 4,302 人（2019 年 1 月まで），
2017 年 1 月に開始された在留資格「介護」で 185 人（18 年 12 月），2017 年 11 月に開始された技能










と在宅高齢者の介護を行う家事労働者の 2 職種がある。住み込みの家事労働者の賃金は 1 か月 1,250 ユーロ（およ
そ 15 万 6 千円）という（朝日新聞朝刊，2019 年 5 月 6 日付）。
（4）　それぞれの受け入れ実績数は，日本経済新聞朝刊 2019 年 4 月 12 日の記事の引用による。
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